
項   目 主 要 施 策 ・ 成 果 ・ 予 算 執 行 実 績 
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１．地方債現在高の状況 
平成２７年度の町債は、主な事業として、庁舎耐震等改修整備事業等の繰越事業に

緊急防災・減災事業債（３億９，０２０万円）、子ども交流センター整備事業等を含
む地域活性化事業債（７，９００万円）及び道路整備事業等に公共事業等債・辺地対
策事業債など（２億６，５３０万円）を充当し、その他臨時財政対策債の借入を行い、
地方債の借入額合計は９億６，７７０万円となった。これにより地方債の残高は、対
前年度比５．６％の増加となった。 
地方債現在高                                        （単位：千円・％） 

年 

度 
発行額 

元利償還額 元利償還額

のうち繰上

償 還 額 

年 度 末 

 

現 在 高 

実質公債費 

 

比   率 
元 金 利 子 

27 967,700 603,171 77,125 － 6,885,598 3.9 

26 567,000 694,884 86,776 － 6,521,069 4.7 

25 443,900 773,627 98,405 － 6,648,953 5.7 

24 459,000 829,552 108,891 － 6,978,680 6.6 

23 516,150 903,035 118,301 － 7,349,232 8.4 

 
２．長期資金償還額内訳 

本年度の償還対象事業では、過疎対策事業債（平成１５年度）、臨時地方道事業債
（平成１２年度）、辺地対策事業債（平成１７年度）等の償還が完了となり、平成２
３年度臨時財政対策債、地方道路等整備事業債、平成２４年度辺地対策事業債等の元
金が償還開始となった。 
本年度の元金の償還総額は、前年度より９，１７１万３千円減少し、対前年度比で

は、１３．２０％の減少となった。 
借入先別現在高                       （単位：千円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．短期借入金の状況 

平成２７年度の歳計現金は、資金需要期（３月期）に資金不足を生じたため、一時
借入を行った。資金不足の要因は、建設事業の大きな財源を占める地方債が年度末以
降（３～５月）に入金となることから、年度末の支払いが増加する時期に資金を必要
とした。 
一時借入金の借入期間は、前年度比３日間増の４３日間、これに伴う支払利子につ

いては前年度より借入期間が長くなったものの、借入金額及び借入利率が減少したこ
とから、前年度比１５８，４２４円（４３．８％）の減となった。 
○一 時 借 入 金 額  ５００,０００千円（前年比 １００，０００千円減） 
○借 入 期 間       ４３日間 

○一時借入金支払利子  ２０３，２１９円 

 

 
政 府 資 金 地方公共団

体金融機構 
銀行等 

共済組 

合 等 
計 

財政融資 郵貯資金 簡易保険 

前年度末残高 4,001,435 158,290 57,941 1,229,063 234,307 840,033 6,521,069 

本年度発行額 461,000 0 0 412,100 50,800 43,800 967,700 

償

還 

額 

元 金 333,870 43,062 21,124 81,525 54,657 68,933 603,171 

利 子 43,633 1,467 1,323 19,545 3,798 7,359 77,125 

計 377,503 44,529 22,447 101,070 58,455 76,292 680,296 

本年度末残高 4,128,565 115,228 36,817 1,559,638 230,450 814,900 6,885,598 
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